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年度27

- 年度

- 年度

- 年度

達成度 ％ -

111％

目標値 ％ -

122％ 119.8％

80 80 -

平成２７年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

0 76 70 67 25

47 64

執行率（％） - 62% 91%

専門家による個別コンサル
ティング（社会福祉施設）
が、今後の労働災害防止
対策に取り組む上で有益
であった旨の評価を80％以
上得る。

専門家による個別コンサル
ティング（社会福祉施設）
が、今後の労働災害防止
対策に取り組む上で有益
であった旨の評価

成果実績 ％ - 98.3

目標値 ％ -

平成２５年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

％

定量的な成果目標

翌年度へ繰越し -

計

80 - -

達成度 ％ -

70

主要政策・施策

-

達成度

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

労働者災害補償保険法第29条第1項第3号
労働安全衛生法第３条第２項

関係する計画、
通知等

第１２次労働災害防止計画

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

-

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 76

社会保障

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

第三次産業における労働災害は、労働災害の約４割を占め、高水準に推移している状況にあり、これを減少させることが必要不可欠である。とりわけ、
第三次産業の中でも労働災害の多い小売業、社会福祉施設及び飲食店については、第１２次労働災害防止計画においても重点業種として目標数値が
設定されたところであり、これらの業種における労働災害の減少が急務である。しかしながら、これらの業種の対策は従来型の製造業、建設業と比較し
て安全意識が醸成されにくく、安全対策のノウハウも乏しい傾向があるため、各事業場の安全対策水準に応じた取組を推進するとともに、これら業界に
適した安全対策を開発・普及することを目的とする。

前年度から繰越し - -

事業番号

            第三次産業労働災害防止対策支援事業 担当部局庁 　　　　　　　　労働基準局安全衛生部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室
                　 安全課
　　　　　　　　労働衛生課

　　　　田中　敏章
　　　　泉　陽子

事業名

会計区分 労働保険特別会計労災勘定 政策・施策名
Ⅲ－２－１　労働者の安全と健康が確保され、労働者が安
心して働くことができる職場づくりを推進すること

主要経費

27年度

-

-

専門家による個別コンサル
ティング（小売）、が今後の
労働災害防止対策に取り
組む上で有益であった旨
の評価

97.9

123％ -

単位 24年度 25年度 26年度
目標最終年度

％ -

単位 24年度 25年度 26年度
目標最終年度

％ - 97.6 95.8

％ - -

専門家による個別コンサル
ティング（飲食店）が、今後
の労働災害防止対策に取
り組む上で有益であった旨
の評価を80％以上得る。

専門家による個別コンサル
ティング（飲食店）が、今後
の労働災害防止対策に取
り組む上で有益であった旨
の評価

成果実績

定量的な成果目標 成果指標

114％-

成果実績

目標値

122％

26年度

定量的な成果目標 成果指標

腰痛予防対策講習会が今
後の労働災害防止対策に
取り組む上で有益であった
旨の評価を80％以上得る。

腰痛予防対策講習会が今
後の労働災害防止対策に
取り組む上で有益であった
旨の評価

成果実績

25年度

-

成果指標 単位

％

26年度
目標最終年度

- -

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

第三次産業のうち、特に労働災害が多発している業種である飲食店、社会福祉施設を対象に、職場内の危険箇所の「見える化」を図るツールを開発・
普及させるとともに、同ツールも活用しつつ、個々の事業場に対する専門家による個別のコンサルティングの実施等を通じて、対策のノウハウを伝授す
ることで事業者、労働者の危険に対する意識レベルを高める。また、介護・看護作業を行う社会福祉施設に向けて、腰痛予防対策指針の普及・定着を
目的としてリーフレットを作成するほか、腰痛予防教育の実施等、腰痛予防対策を講じる。

目標最終年度

- -

67 25

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

- 89

目標値 ％

-

- 80

24年度 25年度

-専門家による個別コンサル
ティング（小売）、が今後の
労働災害防止対策に取り
組む上で有益であった旨
の評価を80％以上得る。

達成度 ％

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 24年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標



27 年度

25

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

（個別コンサルティング）
単位当たりコスト ＝ X ／ Y

X＝事業執行額
Y=小売業、社会福祉施設の個別コンサル実施実績

単位当たり
コスト

円／事
業場

- 37,095 53,076 58,804

計算式 X／Y               -
28,712,189円
／774事業場

37,260,000円
／702事業場

41,163,000円/700

- - 580

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

介護従事労働者の腰痛予防教育について、47回（各都
道府県1回を目途）の講習会を開催する。

活動実績 回 - 51 96

当初見込み 回 - 47 94 110

27年度活動見込

小売業、飲食店への専門家のコンサルティングを700事
業場に対して行う。

活動実績 回 - - 702

当初見込み 回 - - 700 -

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

飲食店、社会福祉施設への専門家のコンサルティング
をｗ580事業場に対して行う。

活動実績 回 - - -

当初見込み 回 -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

達成度 - -

成果指標 単位 24年度 25年度 26年度
目標最終年度

腰痛予防対策講習会を受
講した者から、取組を行っ
ている又は取組強化の検
討を行っている旨の回答を
80％以上得る。

腰痛予防対策講習会を受
講した者から、取組を行っ
ている又は取組強化の検
討を行っている旨の回答

成果実績 ％ - - -

目標値 ％ - - - 80

活動実績

活動指標

17,113,166円／51回
26,468.000円／94
回

24年度

費　目

- -

計 67 25

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

小売業、社会福祉施設への専門家のコンサルティング
を800事業場に対して行う。

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

委託費 67

単位当たり
コスト

- 774 -

236,989-

単位

X／Y

-

27年度活動見込

26,068.762円／110
回

27年度見込

335,552（講習会）
単位当たりコスト ＝ X ／ Y

X＝事業執行額
Y=腰痛予防対策講習会の実施回数

26年度

計算式

事業場

281,574

800

単位 24年度 25年度 26年度

％ -

個別事業場に対する個別コンサルティングの実施については、前年度限りの事業であ
るため。

-

当初見込み

事業場

円／回単位当たり
コスト

算出根拠 25年度



事業所管部局による点検・改善

仕様書において達成すべき水準を示し、一般競争入札に
より支出先を選定していることから妥当である。

本事業は、労働災害の防止に資するものであり、労働者
ひいては事業者の利益になることから、事業者から徴収
した労災保険料からの支出が適当であり、受益者との負
担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

外部有識者の所見

改善の
方向性

　第三次産業については、引き続き腰痛による労働災害が多発している介護施設及び医療保険施設等の社会福祉施設の事業場を対して、
事業の実績を踏まえ、事業内容等について実行性・効率性の観点から見直しを行っていく。

-

新24－034平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

新25－020

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度

現
状
通
り

－

受益者との負担関係は妥当であるか。

　　　　　　　　　　　　－

‐
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

第三次産業、とりわけ、小売業、社会福祉施設は第12次
労働災害防止計画において重点業種とされており、第三
次産業の労働災害の減少が喫緊の課題であることから、
労働災害の減少という政策目的達成に向けて優先度の
高い事業である。

本事業において実施している個別コンサルティング等に
ついては、民間機関が有償で実施している同種のコンサ
ルティング等と比較して妥当である。

-

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

　成果目標及び活動指標は達成されており、事業は有効に実施されているものと考えられる。今後も第三次産業における労働災害の防止
が喫緊の課題である中、本事業は上記のとおり今後の労働災害防止対策に取り組み、本事業を継続していく必要がある。

現
状

通
り

点
検
・
改
善

結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

点検結果は妥当であり、執行率も良好であることから、引き続き必要な予算額を確保し、適正な執行に努めること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

平成26年度

点検対象外

点検結果

412

平成24年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

　本事業の対象である小売業及び社会福祉施設の事業
場は、労使ともに安全衛生意識が低く、具体的な職場改
善の取組方法が分からない状況にあることから、個々の
事業場の実態に応じ、専門家が直接現場に行って個別に
コンサルティングを行う手法が最も効果的である。
　また、介護施設の腰痛予防教育については、介護の現
場におけるニーズも高いことから、より効率的かつ低コス
トで事業展開できるよう、研修形式で教育を行っていると
ころである。

活動実績は目標を上回っている。

作成した職場内の見える化ツール（危険マップ作成用
マーカー、ステッカー、リーフレット等）や腰痛予防教育の
リーフレット等の成果物については、事業場内の安全教
育や危険箇所の周知などに活用できるよう、厚生労働省
HPでの公表や局署での周知を図っている。

-

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

高齢化による医療、介護関連産業の拡大や社会全体の
サービス経済化が進展する中、第三次産業で発生してい
る労働災害の全産業に占める割合は年々増加し近年で
は全産業の４割を超えて推移している。本事業は、労働
者の安全を確保するため、特に喫緊の課題となっている
第三次産業における労働災害の減少を図るものであり、
広く国民のニーズがある。

　労働安全衛生法に基づき労働災害を防止するため、事
業者が行う活動に対して国が技術上の援助に努めること
が定められており、国が主導して災害防止に向けた取組
を進める必要がある。なお、安全対策は、生産設備への
投資と異なり、直接的に生産性の向上（利益）につながる
ものではないことから、事業者として積極的な投資は困難
（とりわけ、第三次産業は製造業や建設業と比較して事業
者の労働災害防止の取組への意識が低い傾向がある）
であり、民間等に委ねるだけでは進まない。

○

○

○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

○

関
連
事
業

評価に関する説明

　　　　　　　　　　　　－

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○ 成果実績は目標を達成している。

事業の執行に必要な人件費、講師謝金、旅費、ツールの
作成等に限定している。

　　　　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　　　　　　－

事業名
　　　　－

　　　　－

所管府省・部局名 事業番号

○



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚生労働省

６４百万円

Ａ：一般社団法人 日本労働安

全衛生コンサルタント会

１９百万円

Ｂ：一般社団法人 日本労働安

全衛生コンサルタント会

１８百万円

Ｃ：中央災害防止協会

２６百万円

・第三次産業労働災害防止対策支

援事業（小売業）

・第三次産業労働災害防止対策支

援事業（飲食店）

・第三次産業労働災害防止対策支

援事業（保健衛生業）



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

1 中央災害防止協会 第三次産業労働災害防止対策支援事業（保健衛生業） 26 2 99.2％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
日本労働安全衛生コンサルタ
ント会

第三次産業労働災害防止対策支援事業（飲食店） 18 1 97.7％

1
日本労働安全衛生コンサルタ
ント会

第三次産業労働災害防止対策支援事業（小売業） 19 1 76.5％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

計 26 計 0

管理諸経費 管理者等人件費 3

消費税 2

C.中央災害防止協会 G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事業費
テキストの作成、研修会の実施、会場借料
等

21

計 18 計 0

事業費
会場費、コーディネーター謝金、コーディ
ネーター旅費　等

16

計 19 計 0

管理諸経費 消耗品、通信運搬費、光熱費等 1

消費税 1

B.日本労働安全衛生コンサルタント会 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

管理諸経費 消耗品、通信運搬費、光熱費等 2

消費税 1

金　額
(百万円）

事業費
会場費、コーディネーター謝金、コーディ
ネーター旅費　等

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.日本労働安全衛生コンサルタント会 E.

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

16


